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安全工学会の提案

　安全工学会は「安全を科学する」を旨とし、大学関係者と企業の

技術陣による研究活動や講習会などの普及活動をしている。その他

特別事業として「企業の保安力とその評価方法」を纏めた。これを

参考にして自らの保安力を自己評価し、改善していけば保安力は間

違いなく高まる。

　日本は従業員の高いモラルと優秀な技術者に支えられ比較的高い

安全性を保持しているが、それでも大小の事故が相変わらず発生し

ている。ここは社長の出番であり「保安力」の中の「安全文化」の

重要性を認識し、現状打破に挑戦して貰いたい。

　学会は次の提案をし、実践のお手伝いをしている。

★社長は「安全文化」のリーダー、現場の従業員と沢山語り合おう。

★「安全文化」の確立のため社長間で安全について率直に語り合おう。

★大学の知識を現場に導入するため社長は大学の先生方と積極的に語り合おう。

１．「保安力」

　「保安力」とは企業が持つ安全を守る様々な力を言い、人的側面の「安全文化」と技術的側面の「保安基盤」

に分類している。事故ゼロを目指すには従業員のやる気、緊張感、気軽に注意し合う、などの「安全文化」

の強化が重要である。性善説と性悪説の使い分け、長期的な日本人の精神構造の変化などを考慮する必要

があり、社長間の意見交換による共有部分の構築が必要である。くれぐれも一企業だけで全て解決できる

などと驕ってはならない。

　企業には安全工学会の「保安力と評価方法」の活用をお願いする。

２．「安全に関する社長の役割」

　安全工学会では「安全に関する社長の役割」を明文化した。これを中心話題とし少人数による（４人／

回程度）社長懇談会を既に２回開催した。この書は備忘録として、社長就任時の教科書として使えるとの

意見をいただいた。“事故→規制強化の悪循環を断ち切るべし”“大学は化学工学の基礎を教育すべし”な

ど常日頃意識している問題も提起された。聞き役は大学の先生方で産・学の意見交換も行われる。日本は

産・学の意見交換の機会が極めて不足している。石化協とは密接に連絡を取っている。日化協も大いに協

力をお願いしたい。

日化協へのお願い

１．	安全は国家的課題であり、中でも今最も重視されるべきは「安全文化」である。事故の遠因には必ず

「安全文化」がある。それを改革したり成熟度を上げられるのは社長である。「安全文化」の根底には

国民的風土があり、企業の枠を超えた共有の「安全文化」を育むよう日化協は社長間の対話の機会を

作って欲しい。

２．	製造業の技術発展の基盤を作るため、産・学、関係業界（エンジニアリング・製造・保全）の首脳陣

の対話の機会を作って欲しい。業際の弱さは製造技術を衰えさせる。

社長へのお願い

　優秀な技術のみではこれ以上事故は減らない。素人発想歓迎、社長は部下と積極的に対話して欲しい。

社内を活性化し、そこで把握した問題点を社外（行政・大学など）へ発信し社会を動かして欲しい。社長

の発信力は強い。

学会のあり方について

　安全を標榜する学会は安全工学会のみ、他は学・協会の安全部会として小規模な活動をしていて効率が

悪い。これらの活動費用は全て企業負担である。社長には学識者と企業技術者が最大の成果を上げる仕組

みを作り投資効果を最大にする義務がある。日本自前の指針を作り国際交流する気構えが欲しい。

東日本大震災

　地震は貴重な体験であった。日化協は自らの手で地震の被害実態を纏め、指針の作成をして貰いたい。

調査員は情報公開を最大化するため大学関係者、検討は現場に詳しい企業の技術者が当たるのがよい。

　以上に掲げた課題の取り組みには安全工学会に是非協力させて貰いたい。

『社長は安全について大いに語るべし』

VOICE

特定非営利活動法人　安全工学会　会長

小野　峰雄
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　皆様既にご承知のように、日本レスポンシブル・ケア

協議会（ＪＲＣＣ）は日本化学工業協会（日化協）との統

合に向け、２０１０年度から暫定的な統合運営を行ってま

いりましたが、２０１２年度からは完全統合され、レスポ

ンシブル・ケア（ＲＣ）活動を日化協の全会員に広げて

まいります。この機会を捉え、ＲＣ運営幹事会主査とし

てＲＣ活動に携わった立場から、統合の意義を考えてみ

たいと思います。

　ＪＲＣＣは１９９５年に日化協の化学製品製造企業７４社に

よって、設立されました。当時は、１９８９年に各国の化

学工業協会が集まって国際化学工業協会協議会（ＩＣＣＡ）

が設立され、１９８５年にカナダで始まったＲＣ活動を世界

中に広めている時期でした。世界の化学工業界は、化学

物質から人の健康・安全そして環境を守るための活動で

あるＲＣ活動を世界中に普及させることが企業としての

責任であると考え、自主的に取り組みました。日本で

は、世界の動きに先駆けて厳しい規制の遵守と各企業の

自主的な取り組みによって、環境問題をほぼ克服してい

ましたが、社会からの化学産業への信頼性をより一層高

めるために、世界的な環境保全に向けた動きに賛同して

新たな活動に取り組むこととしました。日化協は１９９０

年に環境・安全に関する基本方針を定めて RC 活動を開

始し、次いで１９９５年にＪＲＣＣを設立して、これまで化

学企業各社が個別に実施していた環境・安全・健康への

取り組みに対して共通の目標を設定し、ＲＣ活動を組織

的に強力に推し進めていくこととしました。

　現在では、ＪＲＣＣ会員企業は８６社に増え、１７年間に

わたる会員企業の自主的な取り組みによって、化学製品

の性状や取扱い方法の明確化、化学物質の水や大気への

排出量の低減、労働災害や設備災害の防止、産業廃棄物

の削減、省エネルギー、そして社会との対話による相互

信頼の向上など、目覚ましい活動成果を上げてきていま

す。

　ＪＲＣＣで行っているＲＣ活動は、化学物質を扱うそれ

ぞれの企業が化学物質の開発から製造、物流、使用、最

終消費を経て廃棄・リサイクルに至る全ての過程におい

て、自主的に「環境 ･ 安全・健康」を確保し、活動の成

果を公表し、社会との対話・コミュニケーションを行う

幅広い活動です。一方、日化協には化学品管理委員会と

日本レスポンシブル・ケア協議会と
日本化学工業協会の統合にあたって

環境安全委員会があり、実際の活動はこれらの委員会と

連携しながら行っています。そのため、外部から見ると

ＪＲＣＣの活動と日化協の委員会活動の違いがわかりにく

いという意見がありました。設立当初においては、Ｊ

ＲＣＣは新たなＲＣ活動を国内で推進する組織として非常

に効果的でしたが、ＲＣ活動が定着した現在ではその役

割を見直す時期に来ていました。

　また国際的な活動の動向を見ると、世界各国は「２０２０

年までに化学製品の製造と使用が、人の健康･安全そして環

境に与える影響を最小化する」という目標を設けることに

合意し、その具体的な達成への方針として２００６年に「国際

的な化学物質管理に関する戦略的アプローチ（ＳＡＩＣＭ）」を

採択しました。ＩＣＣＡはＲＣ活動をより一層強化する

ことによって２０２０年目標の達成に貢献する方針を定め、

ＲＣ世界憲章を公表してサプライチェーンを通じて化学

製品のリスク管理を行うプロダクト・スチュワードシッ

プ（ＰＳ）活動の強化を誓約し、更にこのＰＳ活動を具体

的に進める手法としてグローバル・プロダクト・ストラ

テジー（ＧＰＳ）を策定し、各国で推進することとしま

した。

　日本では、ＪＲＣＣと日化協の化学品管理委員会とが協

力して国内のＧＰＳ活動を推進することとし、ＧＰＳ／ＪＩＰＳ

（Ｊａｐａｎ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ ｏｆ Ｐｒｏｄｕｃｔ Ｓｔｅｗａｒｄｓｈｉｐ）活

動という名称で２０１１年度より本格的に活動を開始しま

した。本活動を効果的に進めるためには、化学製品製造

業のＪＲＣＣ会員のみでなく、化学製品の流通企業や使用

企業など日化協全会員の協力が不可欠となります。

　以上のように、日本でのＲＣ活動の定着と国際的な化

学製品管理の動きを考慮した結果、ＪＲＣＣと日本化学工

業協会を統合することで効率的な活動ができるという

結論に達し、両者を統合することとなりました。統合に

よって、ＲＣ活動を化学製品の製造企業のみでなく川下

の企業まで広げることができ、化学製品をライフサイク

ル全体を通じて適正に管理するというＲＣの基本的な理

念を達成することに繋がります。

　今回の統合は、日本でのＲＣ活動を更に充実させてい

く新たな一歩であると考えており、日化協全会員の協力

をお願い致します。

レスポンシブル・ケア委員会
運営幹事会　主査
大村　康二
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地元の小学生と保護者の方による工場見学（岡山工場）

——経営理念・方針は？
古城　「テイカグループは、人間性尊重と相互信頼を基本に、
化学を基盤とした創造的技術を駆使して顧客と共に発展し、
広く社会に貢献することを目指す」という理念の下、全員参
加の経営・社会貢献と企業価値の増大・創造性の発揮・地球
環境への調和・企業倫理の徹底・情報の開示という６項目の
方針を掲げて事業を展開しています。

地域とのコミュニケーションに対する
意識が高まった

——レスポンシブル・ケア導入前後の状況を教えてください。
古城　以前から本社に環境管理部、各工場に環境課を設置
し、共同で環境監査を実施していました。１９９４年にはＩＳＯ
９００２の認証を取得し、９５年のＪＲＣＣ発足と同時に加入して
環境管理部がレスポンシブル・ケア事務局となり活動を開始
しました。
——現場の反応はいかがでしたか。
古城　工場では１年前にＩＳＯ９００２を取得したばかりで、文
書化や更新審査等で苦労していました。更にＲＣ監査が加わっ
たので、現場が負担を感じていたのは事実でしょうね。レス
ポンシブル・ケアには抽象的な概念が含まれているので、具
体的に何をすれば良いのかという戸惑いはあったと思いま
す。ただし活動の導入により、その後のＩＳＯ１４００１の認証取
得がスムーズに進んだというメリットもありました。現在は
各工場で理念・活動が浸透・定着し、ＲＣ監査とＩＳＯ監査の
２本立で管理を徹底しています。
——活動を始めて、変化した点はありますか。
古城　岡山工場は当社単独の立地なので、周辺地域には特に
配慮して公害防止に力を入れてきました。しかしコミュニ
ケーションに関しては、あまり積極的に取り組んでこなかっ
た点は否めません。レスポンシブル・ケアの導入により住民
の方々に会社、工場の活動を理解していただこうという意識
が高まったことは、大きな変化であると感じています。現在
は地元の小学生・保護者の方々の工場見学受入れ、交通安全
パトロールといった活動に協力しています。環境・安全活動
においては、以前は各工場が独立した形で行っていましたが、
全社的に統合され効率的に運用できるようになった部分もあ
ると思います。

酸化チタンで事業を拡大

——テイカの歴史、現状を聞かせてください。
古城　当社は１９１９年に過リン酸肥料の製造・販売を目的と
する帝国人造肥料㈱として設立されました。当初、大阪市船
町の大阪工場で創業しましたが、１９４２年に岡山工場を建設
し社名を帝国化工㈱と変更しました。これが現在の社名の由
来であり、１９８９年にはテイカ㈱に改称しています。戦後、
硫酸関連技術を基盤に、１９５１年に岡山工場で酸化チタンの
製造を開始し、大阪工場では１９６１年に界面活性剤の製造を
始めました。以来、時代や社会のニーズに合った様々な化学
工業薬品を開発し、それら製品の製造・販売に努めてきまし
た。酸化チタンは塗料やインキの顔料としてスタートしまし
たが、現在では微粒子酸化チタンや有機の表面処理剤という
形でＵＶカット化粧品材料やトナー原料用として用途を拡大
しています。表面処理製品については１９９６年に長船町に岡
山工場の分工場を、２００６年には赤磐市に熊山工場を新設し
現在当社の稼ぎ頭となっています。その他にも、光触媒用酸
化チタンや赤外線反射酸化チタン、電子・電池材料など、環
境・エネルギー・健康を意識した新製品を次々と開発し、時
代の先端分野に活躍のフィールドを拡げています。従業員は
５００名、売上高は単体で３２０〜３３０億円、酸化チタン関連が
６割弱、その他化学品が４割強といったところです。

地道な活動を継続し、

経営理念・方針を実　現することが目標です。

代表取締役　専務取締役　古城　康治さん

テイカ株式会社
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大正区自衛消防協議会技術発表会（大阪工場）

通常の顔料用酸化チタン（左）、赤外線反射酸化チタン（右）を
用いて「薄鋼板製倉庫」に塗布した場合のサーモグラフの結果で
す。赤いほど温度が高く、青いほど温度が低いことを示します。
赤外線反射酸化チタンの遮熱効果があることが判ります。

燃料転換によりＣＯ2 排出削減

——具体的な成果は？
古城　廃棄物発生量やＣＯ2 排出量は、工場の規模や取扱製品
の関係で岡山工場が圧倒的に多いのが現状です。レスポンシ
ブル・ケアの観点だけではなく、コスト削減の面からも廃棄
物の減量化、リサイクルを推進しています。１０数年前に比
べ発生量は約２０％減少し、最終処分量は半分程度になりま
した。一方、ＣＯ2 排出に関わる燃料消費量については９０年
以降、岡山工場では大型の増設が続いたため明らかに増加し
ています。現在、ガス会社が姫路から天然ガスのパイプライ
ンを敷設する計画を進めており、燃料転換を含めてＣＯ2 削減
の努力を継続していきたいと考えています。大阪工場、本社
においても省エネルギーには力を入れており、大阪工場にお
いては既に燃料転換を実施済みであり、全社を挙げてＣＯ2 削
減に取り組んでいます。
——震災発生により、保安防災対策の重要性が再認識されて
いますが…。
古城　数年前に岡山工場が台風の被害に遭い、高潮で全ての
製造設備が停止に追い込まれるという経験をしました。それ
以来、危機管理対策として堤防の増強や防災訓練に取り組ん
でいます。環境・保安防災に関する投資は、企業の存続に必
要不可欠なものだと捉えています。
——研究所におけるレスポンシブル・ケア活動について聞か
せてください。
古城　大阪・岡山の両研究所とも工場の敷地内に立地してお
り、基本的な活動内容は製造部門と同様です。研究開発部門
は様々な薬品を使用するので、特に化学物質管理の徹底に注
力しています。開発段階から毒劇物は極力用いない方針であ
り、またＭＳＤＳについても研究所が管理し適切な情報提供に
努めています。
——環境対応製品には、どのようなものがありますか。
古城　光触媒用酸化チタンは脱臭、防汚、抗菌、空気清浄、
大気・水質浄化など多方面への用途が見込まれています。赤
外線反射酸化チタンは遮熱塗料に使用され、省エネルギーに
寄与しています。更に、クロムや鉛を含まない無公害型防錆
顔料等も製造しています。

長期経営ビジョンを達成するために

——労働安全衛生に関する活動は？
古城　団塊世代の退職に伴い工場の作業員が減少傾向にある
ので、各人の多能化を図っています。いろいろな仕事ができ
るという裏にはリスクも潜んでいるので、安全教育の充実を
図っています。ヒヤリハット等の事例は工場間、本社も含め
て共有し、教育・研修に活用しています。最近、休業災害は
発生していませんが、不休災害がなくならないのが悩みです
ね。ほとんどがヒューマンエラーに起因するので、意識改革
と設備の安全化の両面から対策を講じているところです。

地道な活動を継続し、

経営理念・方針を実　現することが目標です。
——現在、力を入れている活動は何ですか。
古城　当社は２０１９年の創業１００周年に向けて長期経営ビ
ジョン（チャレンジ１００）を策定し、売上高・利益率の向上
を目指しています。その前提となる基盤事業の安定、成長事
業の強化には省エネルギーや廃棄物削減、事故・災害の防止
が必須であると考えています。また営業部門では原材料のＭ
ＳＤＳを確実に取得し、製品のＭＳＤＳには最新情報を記載し
て確実に配布すること、物流部門においてはモーダルシフト
の促進に注力しています。
——今後の目標を聞かせてください。
古城　これまでのレスポンシブル・ケア活動の中で実践して
きた取り組みを地道に継続し、経営理念・方針に掲げている
テーマを実現したいですね。それが企業としての社会的責任
を果たすことに繋がると考えています。
——日化協レスポンシブル・ケア委員会に対する要望があれ
ば…。
古城　化学物質管理に関する世界的な動向について、引き続
き迅速な情報提供をお願いします。また、レスポンシブル・
ケアの理念、活動内容の認知度を向上するという課題に取り
組んでいただきたいと思っています。企業の担当者が、一般
の方々に説明するためのノウハウを確立していただければ有
難いですね。
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日産化学工業株式会社
小野田工場

小野田工場の概要

　日産化学工業㈱小野田工場は、１８８９年に日本舎
せいみ

密製

造会社として設立されました。創業時の事業は、硫酸、

ソーダ灰、苛性ソーダなどで、もっぱら無機薬品類を

製造する工場でした。１９１０年には我が国で最初の農薬

の製造を開始しました。１９５８年には農薬原体（殺虫剤）

の製造を開始、１９７８年には機能性化学品ＴＥＰＩＣの製造

を開始しました。また１９８０年には医薬品の製造も開始

しました。一方創業時から長く工場を支えてきた無機薬

品類の事業は、１９７０年代までに全て停止、現在では除

草剤、殺虫剤、殺ダニ剤、殺菌剤などの農薬原体および

製剤、抗高脂血症剤などの医薬品原薬、そして機能性化

学品を製造する有機化学製品の生産拠点工場となって

います。

レスポンシブル・ケア活動

　１９９４年にＩＳＯ９００２（２００２年にＩＳＯ９００１に移行）、

２０００年にＩＳＯ１４００１の認証を取得しています。ＰＤＣＡ

サイクルに基づく年間計画を策定・実施し、品質の安定

化や製品とサービスの改善、また環境負荷低減および労

働者の安全と健康の確保のための継続的な改善活動に

取り組んでいます。

　レスポンシブル・ケア活動を統括するＲＣ委員会を毎

年２回定期的に開催し、改善計画の進捗状況と達成度を

確認するとともに、法的要求事項の順守状況、環境測定

結果、外部コミュニケーションの内容などを評価し、そ

の後の活動に展開しています。

　以下に、具体的な活動例を示します。

　「環境保全」面では、環境方針を定め、廃棄物の適切

な処理と削減、大気汚染物質および水質汚濁物質の適切

な処理と削減、臭気漏洩の防止および省資源と省エネ

ルギーの推進を重点実施項目として定め、活動していま

す。

　「保安防災」面では、事故・災害発生の未然防止に日

常から努めるとともに、総合防災訓練（消火訓練、避難

訓練、救助訓練ならびに工場外への危険物の漏洩防止訓

練等を含む）を毎年２回（内１回は山陽小野田消防本部

との合同訓練として）実施し、万一の事態に備えていま

す。また危険物安全協会主催の消火競技大会に毎年参加

し、男女ともに優秀な成績を収めています。

　「労働安全衛生」面では、毎年４回労使一体となった

安全衛生維持改善活動として、重点点検項目を定めた工

場全体のパトロールを実施し、その対策の検討を行って

います。またヒヤリハット・キガカリ（ＨＨＫ）活動と

してのゼロ災

委員会を毎月

開催し、工場

全体のＨＨＫ情

報の共有化お

よび対策の他

部署への横展

開を推進して

います。

地域とのコミュニケーション

　毎年４月、工場に隣接した当社所有の公園で「桜まつ

り」を開催し、地域住民の皆様との交流活動を行ってい

ます。さらに工場に面した県道における草花の植栽活動

を毎年２回実施し、この活動にも地域住民の皆様にご参

加いただいています。また隔年開催しているレスポンシ

ブル・ケア山口西地区地域対話に参画し、一般市民の皆

様を含めた様々な立場の皆様と広く意見交換を行って

います。今後も地域の皆様から安全で安心できる工場と

して信頼されるように、全従業員が一体となって継続的

改善に取り組んでいきます。

工場全景

工場正門

事業所対抗消火競技大会
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花王株式会社
鹿島工場

事業所の概要

　花王㈱鹿島工場は、鹿島臨海工業地帯（西部地区）

にあり、１９８０年、食油、モノグリセライド、脂肪酸、

アミンを供給する化学工場として稼動を開始しました。

その後、コピー機トナーの原料樹脂（トナーバインダー）

や家庭品原料の供給基地として、花王の家庭品事業や

化学品事業などを支えるべく生産活動を行っています。

　工場内には社員が鹿島勤務になった時点で自分の好

きな樹木を１株植える「社員の森」という緑地があり、

鹿島勤務開始月と社員名が刻まれたプレートが設置さ

れています。今では３０種類・７５０株近い樹木があり、梅・

桜・あじさい・さざんかなどの花が咲き、社員の憩い

の場所となっています。

　２０１１年３月１１日の東日本大震災では、津波による浸

水に加え、液状化による地盤変動で、一時操業を停止

しましたが、社員をはじめ、各行政のご支援、関係会

社のご協力を賜り、４月４日から順次生産を再開する

ことができました。今後、今回の経験を活かし、震災・

災害に強い工場作りに取り組んでいきます。

レスポンシブル・ケア活動

　花王では、消費者・顧客の立場から、心をこめた“よ

きモノづくり”を行い、世界の人々の喜びと満足のあ

る豊かな生活文化を実現するとともに、社会のサステ

ナビリティ（持続可能性）に貢献することを使命とす

る花王ウェイを定め、全社員の行動指針となっていま

す。

　鹿島工場では、１９９８年にＩＳＯ１４００１、２０００年にＩＳＯ

９００１を取得し、エネルギー、廃棄物、環境法等の遵守、

化学物質管理といったレスポンシブル・ケア活動を推

進しています。

　特にエネルギーと廃棄物削減では、“鹿島ｅｃｏなび”

といったシステムを手作りし、工場の誰でもがエネル

ギー使用状況、廃棄物発生状況が昨年との比較で見ら

れるようになっています。また、省エネルギー活動、

改善活動の提案も可能になっており、従業員の意識向

上に役立っています。

　このような活動の結果、２０１０年度エネルギー原単位

は１９９０年度比６５％を目標としましたが、東日本大震災

の影響もあり今年度は６５％より若干上回る見込みです。

来年度には重油を燃料としたボイラーを天然ガスへ燃

料転換することで年間で１５,０００ｔ以上のＣＯ2 削減を目

標としています。また、廃棄物は工場内循環再利用や

外部リサイクル活動を積極的に取り入れ、最終処分量

０．１％以下をゼロエミッションと定めた活動を展開し、

２００８年には最終埋め立て処分量０．０２％を達成し今日ま

で継続しています。

地域とのコミュニケーション

　地域とのコミュニケーションの一環として、毎年

３,０００名以上の工場見学者を受け入れています。２０１１

年は東日本大震災の影響もあり、工場見学の受け入れ

を中断していましたが、同年１０月より学校・自治体など、

多くの方々の受け入れを開始しました。

　社外活動としては、年に２回ほど工場前にある神之

池公園周辺の清掃活動や、神栖市のイベントである産

業祭に出展し、製品紹介・サンプルの配布を行い消費

者の方々と“ｅｃｏ”について一緒に考える活動も行って

います。

　また、小・中学生を対象とした「手洗い教室」や「洗

剤の汚れ落としの働き」などの理科実験教室を、教育

委員会とタイアップしながら出張講座形式で開催し、

好評を得ています。

清掃活動
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　第８回山口西地区地域対話が、２０１１年１１月１９日

（土）に宇部全日空ホテルにて開催されました。自治

会や市民団体から４５名、行政１０名、学校・組合・議員

関係者１１名を含む、計１３５名の参加がありました。

　最初に久保田宇部市長より来賓のご挨拶をいただき、

引き続いて「東日本大震災復興支援宇部市民協働会議の

取り組みについて」と題する基調講演を行っていただき

ました。ご挨拶の中で、産・官・学・民が連携し、議論・

対話を深めることで地域の環境改善に成果を出す組織・

仕組み作り（宇部方式）の大切さについて述べられまし

たが、この地区の地域対話の歴史的な積み重ね・成果が

感じられる内容でした。基調講演では、宇部市における

被災地の復興支援活動の説明と共に、支援活動を長く効

果的に継続するためには、やはり組織・仕組み作りが大

切と考え「復興支援うべ（略称）」を市役所内にいち早

く創設したことを紹介されました。

　続いて山口大大学院理工学研究科 樋口准教授に「臭

気問題の特徴と改善に向けての取り組み方」と題する

基調講演を行っていただきました。住民の最も関心の

高いテーマである臭気問題について、非常に分かり

やすいスライドを用い、平易な言葉で説明していただ

き、参加者全員で臭気問題の性質と対応について理解

を深めることができました。

　企業発表では、工場周辺１１校区に行った事前アンケー

ト（回答数１８４・回収率８１％）の集約結果について、幹

事企業（ＵＭＧ ＡＢＳ㈱宇部工場）が過去２回のデータ

地域対話を開催
第８回　山口西地区地域対話

と比較しながら説明を行いました。また活動事例につい

ては、日産化学工業㈱小野田工場が「ＲＣ活動の取り組

みについて」、協和発酵バイオ㈱山口事業所防府が「社

会のために」、そして宇部興産㈱宇部ケミカル工場が「環

境保全活動について」と題し、それぞれの事業所で取り

組んでいる活動についての発表を行いました。いずれの

発表も写真や図を多く用い、参加者が理解しやすいよう

に工夫されていました。

　今回はプログラムにパネル討論が取り入れられて、山

口大学 小嶋名誉教授をファシリテーターに「臭気問題」

「工場群の保安防災」「情報公開」をテーマとして、パネ

リスト７名（山口大大学院准教授 樋口氏、宇部市市民

環境部環境政策課 川崎氏、新川校区自治会連合会会長 

山縣氏、宇部自然保護協会理事 中村氏、日産化学工業

㈱小野田工場 鈴木氏、協和発酵バイオ㈱山口事業所防

府 麻生氏、宇部興産㈱宇部ケミカル工場 広島氏）によ

る討論が行われました。１時間で３つのテーマを議論す

るのは時間的な余裕がなく、会場からの質問が２名だけ

になったのは残念でしたが、ファシリテーターの巧みな

リードもあり、単なる質疑応答に比べると一段掘り下げ

た議論が展開されたと思われました。

　山口西地区の地域対話は、他地区の事業所関係者が

勉強のために多数参加するだけあって大変充実した内

容でした。今後もより良いコミュニケーションを目指

し、工夫を続けられることを期待しています。
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　２０１１年１２月３日（土）、第８回川崎地区地域対話が川

崎グランドホテルで開催されました。自治会 ･ 市民団体

５３名、行政１０名、学生１名を含む、総計１２５名が参加

しました。

　開催前に行った住民の方々への事前アンケートでは、

３.１１東日本大震災後ということもあり、保安防災への

関心が高く、地震対策・有事の対応措置を知りたいと

いった声が多く寄せられたため、基調講演のテーマを

“地震防災”に絞り、専門家と行政に発表をお願いしま

した。まず、温泉地学研究所 杉原英和氏より「東京湾

岸に影響を与える地震について」と題し、東京湾近辺で

発生する可能性のある地震を主体として、津波のシミュ

レーション映像を取り入れながら、川崎を含む東京湾岸

への影響をご説明いただきました。想定される津波は

それほど高くなく、また動的エネルギーも小さくなると

いう説明を聞き、食い入るように注目していた住民の皆

さんも安心できたようでした。次に、川崎市総務局危機

管理室 増子講一氏より「川崎市における地震防災対策

について」と題し、川崎市直下の地震におけるワースト

ケース（夕方１８時発生）を想定した被害状況をご説明

いただきました。主な被害は家屋の倒壊及びライフライ

ン・生活支障ということで、高層マンションは倒壊のリ

スクはないものの高層難民になる可能性があるため、普

段から１週間分の備蓄をすること、また通常家屋であっ

ても３日分くらいの備蓄をしておくべきである等の説

明は、十分に参考になる情報でした。また、臨海部コン

ビナートの屋外タンク耐震化や液状化対策案について

も進捗状況を述べていただきました。

　企業からは花王㈱川崎工場が先の講演に続き、保安防

第８回　川崎地区地域対話
災活動を紹介しました。今回の大震災の教訓をもとに自

社工場内の地震対策の課題を抽出して、課題解決に既に

着手しており、防災連絡システムや護岸補強、設備補強

について具体的に説明しました。昭和炭酸㈱川崎工場

は、消費者にとって身近な製品（液化炭酸ガス、ドライ

アイス）を製造しており、その製造方法についてアニ

メーションを用い、稼動の様子がイメージできるように

説明しました。また、プラスチックゴミのケミカルリサ

イクルの説明は、家庭から出るゴミを原料としているこ

とから、住民の関心が得られたように思います。最後

に、日本ユニカー㈱川崎工業所が健康・衛生活動につい

て、従業員の健康管理に焦点を当てて、健康診断と結果

のフォロー、熱中症対策、救命講習、インフルエンザ対

策、メンタルヘルス対応等を説明しました。ＲＣ活動の

一つである従業員の労働安全衛生に企業が努力してい

ることが住民にも良く理解していただけたと思います。

　引き続き行われたパネルディスカッションでは、ファ

シリテーターに日本環境衛生カウンセラー 中山氏を迎

え、地震対策に関わる質問を中心に企業が回答しまし

た。各社の対応だけでなく、消防署の火災事故対応力に

ついても質問があり、「公設消防力が不足した場合には、

他県に応援を依頼する。３.１１の地震では、川崎から宮

城県に応援出動した」という協力体制について知ること

ができました。

　意見交換会では町内会長にご挨拶いただけたことで

場が和み、住民の方も一緒に壇上に上がりそれぞれ意見

を述べられました。女性の方にも以前より多くご参加い

ただき、地域対話がより活発になってきた様子が感じら

れました。
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　前回に引き続き九州地区での会員交流会を、
2011 年 11 月 10 日 ( 木 ) にパークサイドビル
小倉で開催しました。九州地区だけでなく広島・
山口からの参加を含め総勢 25名の方にご参加い
ただき、「環境保全」「労働安全衛生」「保安防災」
「人材育成」の４分科会に分かれ議論を行いまし
た。概要は右記の通りです。
　また、最後に会員交流ワーキンググループの田
代主査より、ＲＣ活動の取り組みの状況報告が行
われました。

 環境保全（産業廃棄物削減）参加者6名
座　　長：緒方　洋一（三菱化学）
副  座  長：谷口　信雄（日本化薬）
話題提供：桑田　睦男（日油）
討論概要
　ゼロエミッションの定義、リサ
イクルの対応、ゼロエミッション
達成への取り組みと問題点につい
て議論を行いました。まず、ゼロ
エミッションの定義を確認したと
ころ、概ね埋立処分量／発生量 ×
１００（％）は共通していましたが、
目標は０.１％〜３％と幅がありました。会社によって
は埋立処分量を原単位で管理しているところもありま
した。
　埋立処分量の削減方法としては、埋立処分していた濾
過材をリサイクルできる材質に変更、埋立廃棄物の少な
い製造プロセスの検討、地道な分別回収の継続、埋立処
分しない業者の選定、処理業者との連携による削減など
が紹介され参考になりました。
　しかし、海外拠点においては国によって対応が異なる
ので苦労しているということが紹介されました。

労働安全衛生　参加者7名
座　　長：大山　泰男（宇部興産）
副  座  長：田代　宏（住友化学）
話題提供：狭間田　昌治（昭和電工）

会員交流会

【講演名】
　安全文化の醸成に向けた戦略
　　—原子力の教訓に触れて—

【講演要旨】
1．放射能について
　起きる可能性があれば、起きて欲しくないことも必ず
起こり得る、今回の東日本大震災とそれに付随して起き
た福島第一原子力発電所の事故もこの例の一つである
という紹介で始まり、日本社会に充満している漠然とし
た放射能汚染に対する恐怖感は過敏すぎるということ
を ①食材に含まれる放射能、②がん患者が治癒のため
に訪れる三朝温泉の放射線の影響、③大気中の放射線量
の変遷（太平洋における核実験の影響）を例に挙げて説
明されました。
2．安全文化の醸成
　安全文化を８軸に分けて説明が行われました。これら
は、組織統制（ガバナンス）、責任関与（コミットメント）、
相互理解（コミュニケーション）、動機付け（モチベー
ション）、危険認識（アウエアネス）、学習伝達（ラーニ

会員交流
勉強会
　「安全文化」をテーマにした会員交流会を開催し
ました。このテーマによる開催は今回で 3年目にな
りますが、毎回好評を得ているＲＣ委員会・会員交
流会ワーキンググループ
の企画です。本年度は慶
應義塾大学大学院システ
ムデザイン・マネジメン
ト研究科の高野教授をお
招きし、12月1日（東京：
58 名参加）、12 月 6 日
（大阪：33名参加）の両
日に行いました。

緒方氏
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討論概要
　労働安全衛生分科会では、「従業
員末端までに安全意識を浸透させ
る手段および理解度の把握方法に
ついて」をテーマとして意見交換
を行いました。
　管理者によるパトロール・コミュ
ニケーションが有効であり、これ
がうまく機能している職場ではミス、トラブルといった
負の情報が上がってきやすいこと、またパトロール・コ
ミュニケーションを通じて管理者の安全に対する「本
気」の姿勢を示すことができ、従業員の安全意識を高め
ることができるといった意見が出されました。
　また、表彰制度等による「褒める」仕組み、ルール違
反に対するペナルティの仕組みといったことも有効で
あることが紹介されました。

保安防災（大震災への対応）　参加者6名
座　　長：江浪　永司（トクヤマ）
副  座  長：立花　敏行（日本ペイント）
話題提供：高橋　博（花王）
討論概要
　東日本大震災においては一般回
線及び携帯電話回線が役に立たな
かったので、初動対応で重要とな
る連絡手段の確保や安否確認シス
テム等について議論を行いました。
衛星電話（アンテナ固定）が事業
所間連絡には有効であったという
ことでした。各社でも導入検討が必

要ではないかと思われます。
　また、ある会社では大地震の際の対策本部は東京に設
置されるが、東京が被災した場合は地方の主力工場に本
部を設置することになっているという事例紹介があり
ました。関東での震災も考慮した対策案策定の重要性を
認識しました。

人材育成　参加者6名
座　　長：松本　修司（下関三井化学）
副  座  長：大村　哲也（三菱レイヨン）
話題提供：渡辺　雅之（三菱化学）
討論概要
　教育プログラムや教育センター、
研修センター等で実施されている
各社の人材育成教育の状況につい
て紹介した後、問題点と対策につ
いて議論を行いました。
　技術伝承とレベルアップのため
の教育（考えることのできる人材、
海外展開スタッフ等）が共通課題
でしたが、団塊世代の定年退職者問題、現場課長の育成、
高齢者の意識改革、設備管理要員の育成等についても話
し合う機会を持つことができ有意義でした。
　また、教育効果を上げるためには教育する側（指導者）
のレベルアップが必要であり、その指導者教育プログラ
ムの実施例が紹介されました。
　共通の結論は出ませんでしたが、各社の懸案事項、実
施例の情報入手のためには良い機会であったというコ
メントがありました。

ング）、業務実施（ワークプラクティス）、資源配分（リ
ソースアロケーション）であり、前４軸を「組織文化の
基盤」、後４軸を「業務運営の基盤」に分類されています。
特に、トップマネジメントの「組織文化の基盤」への関
与が大変重要であると指摘されました。
　これらの８軸の現状における問題点を指摘された後、
業務の合理化、中間管理職の意識改革、チームワーク強
化、部門間連携強化、モチベーション強化、パフォーマ
ンス向上の改善について説明されました。日本において
は、トップダウン型アプローチとボトムアップ型のアプ
ローチの融合が重要であるとされています。その後、日
本の化学工場で行われている改善事例を示されました。
　また、多くの参加者が興味を持たれた安全文化診断に
ついての紹介がありました。安全文化診断の結果とし
て、日本の化学工業界は、上意下達的風土でなく協調
的・意欲的風土が強い会社の安全指標が高い傾向になる
ことが示されています。
　①安全文化改善が安全パフォーマンス向上に繋がる、 
②安全文化診断とインタビューによりその組織の安全
文化レベルと改善策の策定ができる、③「人間」サイド
の改善により安全文化と組織の健全性の向上を図るこ

とができると纏められました。

【アンケート結果】
　今回の勉強会は“大変ためになった”（東京：７６％、
大阪：８１％）、“ためになった”（東京：２４％、大阪：
１９％）と両会場共に好評でした。高野教授による講演
のパート II を希望されるコメントも寄せられました。

　来年度もＲＣ委員会会員のためになる勉強会を企画し
ますので、皆様のご参加をお待ちしています。

大山氏

江浪氏

松本氏
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　本年度も大阪・東京での消費者対話集会の開催を継続

し、大阪は第８回、東京は第１５回を迎えました。消費

者対話集会が長く続いているのは、消費者団体にとって

企業の生の声を聞ける貴重な機会であると受け止めら

れているからだと思います。今回は化学製品の省エネル

ギーに対する貢献を知っていただくために温暖化防止

をテーマとし「温室効果ガス削減に向けた新たな視点−国

内における化学製品のライフサイクル評価：ｃＬＣＡ（ＣＯ2

に着目したライフサイクルアナリシス）報告書−」の講

演を日本化学工業協会の笠井部長にお願いしました。内

容は、化学製品の製造段階で排出されるＣＯ2 のみを考

えるのではなく、その製品を使うことによって消費段階

でＣＯ2 を減らせるという

ことを科学的根拠に基づ

いて数値的に評価したも

のです。東日本大震災以

後、政府のＣＯ2 削減は

トーンダウンしており基

本方針も策定されていま

せん。本ｃＬＣＡ報告書は、

日本でＣＯ2 削減のため

に真に有効な方法は何か

ということを化学工業界

から行政や社会に提言す

ることを目的としていま

す。

　大阪対話集会は２０１１

年１１月２５日、大阪市立

総合生涯学習センターで

開催され、消費者団体よ

り６名、企業側８名の計

１４名が参加しました。コ

ンシューマーズ京都から

参加された原氏は長年水

銀問題に取り組み、蛍光

管の廃棄時の適正な処理

に尽力されてきました

が、そのリサイクルは

３０％程度であり問題は解

決していないという話をされました。一方、化学企業の

立場からは、製品はもちろん製造工程で水銀を使うとい

うような事例は現在では殆どないことから、現時点では

問題ないと考えているという見解が述べられました。

　ｃＬＣＡの関連で、カーボンフットプリント（ＣＦＰ）

の進め方について質問がありました。ＣＦＰの計算方法

については、一応の計算基準はあるが実際には各社が独

自の方法を用いているのが現状であることから各社の

数値の比較は難しく、消費者に誤った情報を与える危険

性をはらんでいるというのが日化協の考えです。

　東京対話集会は２０１１年１月６日、主婦会館で開催

され、消費者団体より１５名、企業側８名の計２３名が

参加しました。その中で、温暖化のＬＣＡの話は勉強

大阪・東京
消費者対話集会開催

になったが、日化協の国際的活動を含む活動全般につ

いて知りたいという要望がありました。これに答える

形で、日化協は国際化学工業協会協議会の主導の下に

リスクベースのライフサイクルにわたる化学製品の安

全管理活動に優先的に取り組んでおり、ＧＰＳ／ＪＩＰＳ

（Global Product Strategy/Japan Initiative of Product 

Stewardship）活動という自主的な取り組みを平成２３年

度に開始したという説明を行いました。

　また、東日本大震災を受けて、企業の取り組みの変化

について質問がありました。被災地域に事業所を持つ企

業からは、火災や事故を起こさずに安全にプラントを

停止でき、地域住民の方にご迷惑をかける事態にはなら

なかったことから、従来

の地震対策は効果があっ

たともいえるが、不十分

な点も見えたので改善し

ようと計画しているとい

う説明がありました。一

方、被災地域に事業所を

持たない企業からも、原

料調達に支障を来たした

ことから、サプライチェー

ンの見直しを行っている

という説明がありました。

また、行政からの物資提

供の要請を受けて被災地

に自社製品を発送したが、

輸送ルート・手段の確保

やどの地区にどの程度の

数量が必要なのかという

情報が混乱しており、苦

労したということでした。

その他、自社技術を生か

して現地でボランティア

活動に取り組んだ企業も

ありました。

　地震に関連して、企業

の節電対策についての質

問もありました。化学プ

ラントは組み立て作業と違って頻繁に止め起こしがで

きないため、各社とも苦労が多かったということでし

た。実際には、自家発電設備の購入・レンタル、休日稼

働を含めた稼働時間のシフト、大容量蓄電池の活用と

いうような対応を行い、法律で義務づけられた１５％削

減を何とか達成したということでした。企業内のみでな

く、従業員の家庭での節電を奨励する啓蒙活動を行った

企業も多数ありました。

　最後に、報道された石油精製事業所の火災の詳細な原

因や、被災事業所が困難な状況の中で自社の復旧のみで

なく地域社会の復旧・復興も含めて努力し、住民の方か

ら感謝されているという実例について補足し、対話集会

を終えました。

東京消費者対話集会

大阪消費者対話集会
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第 9回クレハいわき事業所
CSR地域対話集会（個別対話集会）

　㈱クレハ生産本部いわき事業所では、２０１１年１１月
２４日に「第９回クレハいわき事業所ＣＳＲ地域対話集会」
を開催し、地域住民・団体・行政等企業以外から８３名
の方が参加されました。同事業所は東日本大震災で大き
な被害を受け開催が危ぶまれましたが、困難なときほど
住民との対話が重要と考え、事業所の復旧を急ぎ、開催
にこぎ着けました。対話集会は、行政講演、いわき事業
所の活動説明およびクレハのグループ企業１社の見学
と活動説明という形で構成されています。本年度は住民
の意向に沿って、呉羽総合病院が選ばれました。
　事業所活動説明は、地震で受けた被害を調査し、単に
復旧させるに止まらずに如何に安全な設備に変えてい
くかということと、供給責任を果たすために如何に迅速
に生産を再開するかが焦点でした。さらに事業所内の
復旧に止まらず、「地域社会のためにできることを行う」
という考えの下に、事業所内の風呂を住民に提供すると
ともに救援物資の調達と輸送にも貢献し、地域住民から
非常に感謝されたという紹介がありました。幸いなこと
に津波の被害を免れたことから、関係者の大きな努力に

個別対話集会・地域対話補完集会
　ＲＣ委員会ではＲＣ地域対話（現在全国１５地区）とは別に、平成２０年から１５地区以外の地域で会員企業（あ
るいはグループ）が開催している個別対話集会にも開催支援を行ってきました。さらに平成２３年度からは、
隔年開催の地域対話を補完する形で対話集会を開催している会員企業（あるいはグループ）の開催支援を行
う地域対話補完集会制度を新設しました。これらの対話集会支援制度は、既に開催されている対話集会の継
続と新規対話集会の開催を支援することで対話集会の裾野を広げ、住民や地域社会との相互信頼関係をより
一層向上させることを目的としています。

よって同事業所は７月にはフル生産を開始できたとい
うことでした。
　呉羽総合病院では、震災により水・食料・そして病院
として最も重要な医薬品が欠乏する中、これらを補充し
て病院としての機能を最低限維持するために行った努
力の一つ一つについて、具体的に説明がありました。
　クレハいわき事業所は同地域を代表する事業所であ
り、また呉羽総合病院もなくてはならない地域の中核病
院です。両者ともトップ以下全ての従業員が自分の使命
を充分に自覚し、社会との共存・共栄に努めていること
が伝わってくる対話集会でした。

第６回周南地域対話集会
（地域対話補完集会）

　周南市の化学コンビナートを形成する企業１６社で構
成される周南市環境保全協議会（周環協）は、２０１１年
１１月８日に周南市の東ソークラブにて「第６回周南地
域対話集会」を開催し、地域住民や団体から多くの方が
参加されました。冒頭で木村周南市長のご挨拶があり、
本対話集会が地域に根付いた集会だということが良く
理解できました。本集会は、今年度から新設された地域
対話補完集会の一つとなります。
　参加者はバスで周環協会員企業の見学を行いました。
見学事業所数が多いことから１ヵ所当たりの見学時間
は短かったのですが、出光興産㈱の事業所では下車し
て、同社が委託管理している広域共同防災組織の大容量

泡消火設備を見学しました。放水による消火能力の説明
と、対象地域（山口と九州地区）のコンビナートで大火
災が発生した場合には本設備を運んで消火に当たると
いう説明がありました。
　三浦山口大学大学院教授の基調講演は「東日本大震災
の教訓と西日本大震災への備え」という演題で、南海地
震と連動する複数の地震発生の可能性と津波に対する
防災意識を高める講演が行われました。企業発表では、
周環協の組織と活動概要の説明に続いて、２社から具体
的な活動事例の紹介が行われました。徳山積水工業㈱
は、「清流工場」というキャッチフレーズの下にユニー
クな環境保全活動を展開している説明が、また出光興産
㈱からは、十勝沖地震での大火災事故を教訓とした事故
防止対策が、見学した広域防災設備と関連づけて説明さ
れました。
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　レスポンシブル・ケア検証（ＲＣ検証）を開始してか
ら２０１１年で１０年が経過しました。各企業の担当者も交
代していること、新たにＲＣに取り組まれる企業もある
ことから再度検証についてご紹介します。
　ＲＣ検証はＪＲＣＣの設立当初より議論され、検証委員
会・検証ＷＧでの検討を経て２００２年に開始されまし
た。ＩＣＣＡの基本８原則では「検証」の実施が決められ
ていますが、各国の協会で対応が異なっています。カ
ナダ、アメリカでは検証受審は必須ですが、欧州では
自己評価は義務付けるが第三者評価は自主的なものと
しており、日本は会員の任意としています。

<検証の内容と進め方＞
・ 日本では「環境・安全に関する日本化学工業協会基

本方針」に基づき、レスポンシブル・ケアを実施す
る際の基本的実施事項を定めたレスポンシブル・ケ
アコード（ＲＣコード）を制定しました。これを基準
として定量的な評価を行い、結果を評価文書として
受審企業に提供することを基本としています。

＜ISOとの違い＞
・ ＩＳＯ審査は要求事項を満足するかどうかで、合格・

不合格を判定しますが、ＲＣ検証は評価を実施し、そ
れをベースに積極的なコンサルティングを行い、パ
フォーマンスを改善することを目的としており、合
格・不合格は判定しないところが最も異なる点です。

＜検証のメリット＞
・ コンサルティングによりＲＣ活動の実効性を高めるこ

と、活動内容を公開することで透明性を高め広く社
会に認知されることにより企業価値の向上につなが
ります。また検証員は化学工業に関する知識と経験
を有する専門家であり、内容を理解した的確なアド
バイスが可能です。

＜検証の種類＞
活動検証：７つのＲＣコード（マネジメントシステム、
環境保全、保安防災、労働安全衛生、物流安全、化学
品・製品安全、社会との対話）より任意に受審側が選
び、ＲＣ活動を事前の自己評価と現場での検証員評価で
５段階評価を行い対比します。意見書及び報告書とし
てフィードバックされます。
報告書検証：会員企業発行の報告書（ＣＳＲ、ＲＣ、環境
等）の記載内容の正確性、合理性に関する審査を行い

ます。本社と事業所を訪問し書類審査に加え現場・現
物を確認し、ＲＣ活動の評価を行い、結果を意見書とし
て発行します。
・ 当初は活動検証を中心に受審する企業が多く見られ

ましたが、ＲＣ活動と検証受審を継続するにつれ、全
体として報告書検証が多くなっています。

＜受審企業の感想・意見＞
・ これまでの検証に対するご意見はＪＲＣＣ ＮＥＷＳで紹

介し、またＪＲＣＣホームページにまとめて掲載してい
ますので参照してください。

・ 貴重なご意見を頂戴し、検証センターでは検証の方
法を改訂し、検証員研修で共有することにより検証
の質向上を図っています。

＜検証のすすめ＞
・ ＲＣ検証は活動を評価して点数をつけることが目的で

はなく、その結果を基にどうすれば効果的にＲＣ活動
ができるかをアドバイスし、活動の質向上を支援す
ることが目的です。１０年の検証実施の結果、検証セ
ンターには多くのノウハウや実施例が蓄積されてお
り、今後各企業に合ったベストプラクティスがきっ
ちり紹介できるように努めていきます。

・ ＲＣ活動が自主的な活動である限り、信頼性を確保し
なければなりません。そのための手段の一つに「報
告書の発行」があり、さらにＲＣ検証を受けて意見書
を掲載することでその透明性が確保できると考えま
す。ＣＳＲ報告書として発行されるケースでは全体を
報告書検証の対象にすることもできますし、その中
のＲＣ部分を対象とすることも可能です。

・ これからＲＣ活動に注力される企業については、いき
なりＲＣ検証はハードルが高いと考えるケースもあり
ますので、活動の進め方について検証をモデルとし
た説明を実施することも計画しています。

・ ＲＣ活動を継続している企業でも担当者の交代等があ
ると、自社の立ち位置確認のために、活動検証受審
は有効ではないかと考えます。

・ 検証センターとしても、ＲＣ活動のより良い支援とな
るよう検証内容・方法を改善していく計画です。

　なお、ご不明な点等ございましたら検証センター事務局ま
でお問い合わせください。メールあるいは訪問してご説明さ
せていただきます。（連絡先：jtakase@jcia-net.or.jp）
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　２０１１年度の安全表彰の表彰式が、１２月１６
日に開催された理事会にて行われました。
　例年は５月の総会の場で行われていますが、
東日本大震災の影響で現地審査、最終審査が遅
れたため、１０月の安全シンポジウムよりも遅
れての表彰式となりました。
　表彰式には、受賞された三井化学㈱大牟田工
場（安全最優秀賞）、昭和タイタニウム㈱（安
全優秀特別賞）、田中機工㈱境工場（安全優秀
特別賞）、東亞合成㈱坂出工場（安全優秀賞）
の代表者の方々が出席され、藤吉日化協会長か
ら表彰状、盾、目録が授与されました。

安全表彰の表彰式
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☆会員動向（会員数：８６社　２０１２年１月末現在）

　退会　

　　昭和炭酸株式会社（２０１２年１月１３日付）

☆行事予定

　３月１日（木）	 岩国・大竹地区地域対話

　３月１０日（土）	 富山・高岡地区地域対話

　４月下旬	 ＲＣ委員会

　５月２８日（月）	 日化協総会　安全表彰・技術賞表彰式

西出　徹雄
一般社団法人 日本化学工業協会
〒104-0033　東京都中央区新川１－４－１
TEL　03 － 3297 － 2583
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URL　http://www.nikkakyo.org/

●●	今年は寒い日が続きます。日本海側の地域は記録的な豪雪で、雪下ろしで大変
な状況がテレビで毎日放映されています。春が待ち遠しいです。
●●	さてＲＣ委員会（ＪＲＣＣ）の日化協との完全統合を目指し、ＲＣ委員会に非加盟
の日化協会員への入会の要請を行っています。日化協全体でレスポンシブル・ケア
を強力に進めるため皆様の一層のご協力をお願いいたします。

表紙写真の説明
瀬戸内海を望む水島コンビナート
　水島コンビナートの夜景です。遠くには瀬戸内海が見えています。今回の写真は倉敷
市の観光情報に掲載されているものです。

（社）倉敷観光コンベンションビューロー提供

▲


